
　在宅介護支援センター・地域包括支援センターは、高齢者が安心して住み慣れた地域で生活を続けら
れるよう、地域に根ざした総合相談窓口として、さらに身近な存在になることを目指します。

＊地域包括支援センター支所 : 在宅介護支援センターは地域包括支援センターの機能を併せ持った総合
相談窓口です。

武蔵野市健康福祉部高齢者支援課　〒180-8777　武蔵野市緑町2－2－28
電話 0422－60－1845（介護保険係）　FAX 0422－51－9218　e-mail sec-kourei@city.musashino.lg.jp

■ 相 談 窓 口
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武蔵野市の介護保険（平成27～29年度）のポイント
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地図
番号 名　称 住　所 電話番号 受付時間

① ゆとりえ 吉祥寺南町
４－25－５ 72－0313

月曜日～土曜日

月曜日～金曜日

午前８時30分～
     午後５時15分

午前８時30分～
     午後５時15分

（上記時間外は電話が
   転送され、電話相談
   となります）

② 吉祥寺本町 吉祥寺本町
４－20－13 23－1213

③ 高齢者総合センター 緑町２－４－１ 51－1974

④ 吉祥寺ナーシングホーム 吉祥寺北町
２－９－２ 20－0847

⑤ 桜堤ケアハウス 桜堤１－９－９ 36－5133

⑥ 武蔵野赤十字

在宅介護支援センター

在宅介護支援センター

在宅介護支援センター

在宅介護支援センター

在宅介護支援センター

在宅介護支援センター 境南町１－26－１ 32－3155

⑦ 武蔵野市地域包括支援
センター（基幹型）

緑町２－２－28
（市役所内） 60－1947
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　介護保険事業は、3年ごとに施設整備計画の見直しや介護保険料の改定などを行うことになってい
ます。平成27年４月からの第６期介護保険事業計画は、介護保険制度創設以来の大きな改正を踏まえ
たものとなりました。武蔵野市は、国の制度改正に的確に対応し、中・重度の要介護状態となっても、住
み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるサービス提供体制の構築を
目指します。

●武蔵野市は介護保険制度開
始直後から、在宅サービス・
施設サービスともに拡充・
整備を行ってきました。

●そのため、全国平均、東京都
平均と比べ、1人当たりの
給付額が高く、サービスが
充実しています。

●第６期でも、在宅と施設の
バランスに考慮しながら、
多機能な中・重度要介護者
向けサービスを充実してい
きます。

　在宅サービス・施設サービスの利用率・給付額が全国平均を上回っています

はじめに
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2 住み慣れた地域で安心して暮らせるために、市内の施設
整備を充実します

　65歳以上の方の５人に1人(19.7％)、75歳以上の３人に１人(34.7％)が要介護認定を受
けています

武蔵野市の介護保険の特徴1

介護保険サービスを必要とする
高齢者が増えています！！

武蔵野市は、東京都平均と比べ、高齢者
に占める後期高齢者(75歳以上)の割
合、認定者の割合が高くなっています。

●65歳以上の方の中に占める
　75歳以上の方の人口割合 
 東京都平均 47.3％
　　 武蔵野市 51.0％

●65歳以上の方が要支援・要介
護認定を受ける割合

　 東京都平均 17.9％
 武蔵野市 19.7％

●75歳以上の方が要支援・要介
護認定を受ける割合

 東京都平均 33.5％
 武蔵野市 34.7％

要支援・要介護認定者数の実績と推計
（平成24～26年度実績値、平成27～29、32、37年度推計値）

■40～64歳　■65～74歳　■75～84歳　■85歳以上　　　
　　被保険者数に占める認定率　65歳以上 
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　中・重度の要介護状態になっても住み慣れた地域で安心して暮らせるための
サービスの基盤整備として、地域包括ケア推進へ向けた機能を併設した特別養
護老人ホームを市内に1カ所整備します。

市内に介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）を整備します

　要介護者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携しなが
ら、短時間の定期巡回と随時の対応を行います。
　より多様で質の高いサービスの提供を図るため、新規に1事業所の整備を行います。

24時間対応の「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」を充実します

通報

随時対応

事業所

随時対応訪問サービス
　利用者や家族からの電
話やケアコール端末等に
よる通報を受けての応対
のほか、訪問介護員や看護
師等が訪問し、必要な援助
を行います。

定期巡回サービス
　訪問介護と訪問看護が
密接に連携しながら、定
期的に利用者居宅を巡回
して日常生活の援助を行
います。

【サービス基盤整備の見込み】
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　 単位 平成27年度 平成28年度 平成29年度

夜間対応型訪問介護　
事業所数

－
1カ所 －

（見込人数） （102名） （116名）

定期巡回 ･随時対応型訪問看護
事業所数

－
1カ所 －

（見込人数） （17名） （18名）

特別養護老人ホーム（併設）
事業所数

－ －
1カ所

（見込人数） （70床）

短期入所生活介護 （見込人数） － － （10床）

通所介護 （見込人数） － － （20床）

介護予防　通所型サービスA （見込人数） － － （10床）
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施設サービス費用 ■全国　■東京都　●武蔵野市

在宅大・施設小

在宅小・施設大　

（円）

（円）



平成27年10月から介護予防・日常生活支援総合事業が始まります。

　多様な主体による、多様なサービスによって高齢者の地域での生活を支援するため、平成27年
10月から介護予防・日常生活支援総合事業が始まります。

＜この事業による新しい取組み＞
○介護保険の予防給付サービス（要支援の方に対するサービス）のうち介護予防訪問介護（ヘルパー）と介護
予防通所介護（デイサービス）を介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）に移行し、市の事業として実
施します。（すでに介護予防訪問介護・介護予防通所介護を利用している要支援者に対しては、これまでと
同程度のサービスが継続されるようにします｡）

○この事業に移行された介護予防訪問介護、介護予防通所介護の他に、市の独自基準による訪問介護、通所
介護を実施します。

○介護保険の対象外で、高齢者が必要としている短時間の生活支援サービスを開始します。
○テンミリオンハウスや地域健康クラブ、不老体操などの住民が主体となって行っているサービスを組合
せながら、地域での支え合いを進めます。

＜この事業を利用できる方＞
・要支援と認定された方
・要介護認定では非該当となったが支援が必要と判断された方（基本チェックリストで判断）
  がこの事業を利用できます。

＜予定しているサービス＞
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3 新しい総合事業が始まります―介護予防の充実―
介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）への申し込みについて

　平成27年４月から、介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の入所が「原則、新
規入居者は要介護度３以上の高齢者に限定」されます。ただし、「軽度（要介護１又は２）
の要介護者について、以下の特例入所の要件に該当する場合には、市町村の関与の下、特例的に、
入所を認める。」ため、「武蔵野市介護老人福祉施設入所指針」において、やむを得ない事情につい
て反映させています。

【特例入所の要件】
①認知症である者（認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱｂ以上）であって、日常生活に支障を来すような症状・
行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られ、在宅生活が困難な状態であること。

②知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見
られ、在宅生活が困難な状態であること。 

③家族等による深刻な虐待が疑われる等により、心身の安全・安心の確保が困難な状態であることにより、
在宅生活が困難な状態であること。 

④単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が期待できず、かつ、地域で
の介護サービスや生活支援の供給が不十分であることにより、在宅生活が困難な状態であること。

【これから申込みをされる方】
　入所指針の変更に伴い、申込書の様式を変更しましたので、新しい申込書でご提出ください。要介護１
又は２の方で入所を希望される場合は、特例入所要件に該当している必要があります。施設へご相談く
ださい。

【平成27年3月31日までに申込みをされた方】
①要介護３以上の方・・・・・原則新しい申込書で提出し直す必要はありません。ただし、要介護１又は２に改
善された方で引き続き入所を希望される場合は、特例入所の要件に該当している必要がありますので、新
しい申込書でご提出ください。

②要介護１又は２の方・・・・新しい申込書で提出してください。特例入所の要件に該当している必要があり
ます。施設へご相談ください。

※平成２７年３月３１日までに入所された方は、要介護度に関わらず、引き続き入所が可能です。
訪問型 
サービス

予防給付から移行した訪問介護 
　従来の介護予防訪問介護（介護予防のヘルパー）と同内容のサービス

市の独自基準による訪問介護 
　上記の「予防給付から移行した訪問介護」と同程度のサービス

住民主体による支援、事業等 
　短時間の簡易な生活支援サービス等

通所系 
サービス

予防給付から移行した通所介護 
　従来の介護予防通所介護（介護予防のデイサービス）と同内容のサービス

市の独自基準による通所介護 
　上記の「予防給付から移行した通所介護」と同程度のサービス

住民主体による支援、事業等 
　テンミリオンハウス・地域健康クラブ・不老体操・介護予防体操教室　等

専門職による短期集中の機能訓練 
　作業療法士、理学療法士等の専門職による短期間のリハビリテーション



　第６期は、介護報酬の減額改定（△2.27％）などの保険料減少の要因の一方、①要介護認定者数・介
護給付費の増加②地域区分単価の見直し③第1号被保険者の負担割合の増加④国からの調整交付金の
減額⑤介護サービス基盤の整備（P3）などに伴い、保険料額が上昇しますが、介護給付費準備基金の取
り崩し、保険料の多段階化などにより第１号被保険者の保険料負担を可能な限り軽減しました。

介護保険料について  40～64歳（第２号被保険者）の方
　加入されている医療保険者が金額を算定し、医療保険の保険料と一括で納付します。詳しい保険料
の金額については、各医療保険者にお問い合わせください。

 65歳以上（第１号被保険者）

保険料の算定方法について

①保険料設定の累進性を更に高め、段階区分を
18段階に設定しました。

■住民税課税世帯に属する方の保険料所得段階区分を細
分化し、累進性を高めることで所得が低い方への負担
を軽減しました。

②第５期に引き続き介護保険利用者負担額助成
事業を実施し、負担軽減を図ります。

低所得者への対応
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〈年度・事業期・保険料基準月額〉
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介護保険給付費と要介護認定者数の推移
(第1期～6期の各初年度）

平成18年度
（第3期）
4,700円 

平成21年度
（第4期）
4,700円 

平成15年度
（第2期）
3,700円 

平成27年度
（第6期）
5,960円 

平成24年度
（第5期）
5,160円 

平成12年度
（第1期）
3,300円 

6,878
7,597

6,337

9,778

3,952

4,770
5,189

4,272

6,434

8,909

5,741

3,063

■介護給付費　　　　要介護認定者数

Q.介護保険料が上がる理由は？
A,介護サービスを利用する人が増えているから
　　介護サービスを利用するには要介護認定を受ける必要がありま
すが（P9参照）、要介護認定を受けている方が介護サービスを使っ
た場合、その利用額の１（2）割分（右図）をサービス提供事業者に支
払い、後の９（8）割分を武蔵野市からサービス提供事業者へ支払い
ます（右図Ⅱ）。この９（8）割分の一部（右上図参照）を介護保険料で
賄っているため、要介護認定を受ける方が増え、サービスの利用が
増えると介護保険料も上がることになります。

合計所得金額が
125万円未満

合計所得金額が
160万円以上200万円未満

合計所得金額が
300万円以上400万円未満

合計所得金額が
400万円以上600万円未満

合計所得金額が
800万円以上1,000万円未満

合計所得金額が
125万円以上160万円未満

合計所得金額が
200万円以上300万円未満

同一世帯に
住民税が課税
されている人は？

合計所得金額＊に
よって12段階に
分かれます

ご本人の
住民税は？

なおかつ
120万円より
多い？

公的年金等の収入額と
合計所得金額の合計は
80万円より多い？

老齢福祉
年金は？

公的年金等の収入額と
合計所得金額の合計は
80万円より多い？

合計所得金額が
600万円以上800万円未満

合計所得金額が
1,000万円以上1,500万円未満

合計所得金額が
2,000万円以上3,000万円未満

合計所得金額が
1,500万円以上2,000万円未満

合計所得金額が
3,000万円以上

課
税

非
課
税

い
な
い ない

いる

ある

120万
円以下

80万円
以下

120万円より多い

80万
円以下

80万円より多い

80万円
より多い

事業名 介護保険利用者負担額助成事業

対象者 市民税非課税世帯に属し、介護保険料を滞納していない方

対象サービス 訪問介護、夜間対応型訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護
看護（介護分のみ）

軽減内容 利用者負担額 10％のうち 5％分

介護給付費等準備基金
0.66億円

第2号被保険者
（40～64歳） 
86.7億円
28.0%

第1号被保険者
（65歳以上） 
73.0億円
22.0%

国
69.1億円
25.0%

東京都
47.3億円
12.5%

市
40.1億円
12.5%

 　
介護給付費　　 　　
地域支援事業費　　　
計　　　　　　　

304.9億円
12.0億円

　316.9億円

介護保険の財源負担

利用者 武蔵野市

利用者負担額
１（2）割分支払
【Ⅰ】

サービス
提供事業者

保険負担額
９（8）割分支払
【Ⅱ】

第3段階　46,500円
（月額3,875円）

第8段階　84,400円
（月額およそ7,033円）

第4段階　48,000円
（月額4,000円）

第9段階　85,200円
（月額7,100円）

第5段階　57,300円
（月額4,775円）

第10段階　100,200円
（月額8,350円）

第6段階　64,400円
（月額およそ5,367円）

第7段階　75,100円
（月額およそ6,258円）

第2段階　32,200円
（月額およそ2,683円）

第12段階　125,200円
（月額およそ10,433円）

第17段階　200,300円
（月額およそ16,692円）

第13段階　143,100円
（月額11,925円）

第18段階　214,600円
（月額およそ17,883円）

第14段階　161,000円
（月額およそ13,417円）

第15段階　178,800円
（月額14,900円）

第16段階　186,000円
（月額15,500円）

第11段階　107,300円
（月額およそ8,942円）

第1段階　32,200円
（月額およそ2,683円）

4 介護保険料基準額が変わります

＊調整交付金は各区市町村の75歳以上の人口や
65歳以上の方の保険料の所得段階分布などに応
じた割合で交付額が決定します。

＊施設関連給付や地域支援事業の一部の事業は財
源構成が異なります。

（調整交付金*5%）

●第1段階、第２段階に記載されている金額は公費による負担軽減後の額です。（軽減前は35,800円）。本市では、平成27年6月開催予定の議
会において正式決定される予定です。

●老齢福祉年金とは、国民年金が発足した昭和30年の当時に既に高齢等であったことを理由に国民年金を受け取ることができない方を救
済するために設けられた制度です。

●公的年金等の収入額には障害年金や遺族年金等の非課税年金は含みません。
●合計所得金額とは、収入金額から必要経費に相当する金額（収入の種類によって計算方法が異なります）を控除した金額のことで、扶養控
除や医療費控除などの所得控除をする前の金額です。また損失の繰越控除前の金額になります。



☆【平成27年８月から】一定所得以上の方の介護サービス利用時の自己負担額が１割から２割に変わります

【２割負担の対象となる方】
　65歳以上(第1号被保険者)で合計所得金額が160万円以上(保険料段階が第９段階以上)の方
＊ただし、「年金収入＋その他合計所得金額」が単身で280万円未満、65歳以上の方が２人以上いる世帯では世帯の合計が346万円未満の場合は
１割負担のままとなります。
＊また、１カ月の利用者の自己負担額には、世帯合計額で上限が設けられているため（高額介護サービス費）、２割負担の対象となる方全員の自己負
担額が２倍になるわけではありません。

【負担割合証】
　要介護認定を受けている全ての方に、ご自身の負担割合が記載されている「介護保険負担割合
証」を発行します（７月送付予定）。また、要介護･要支援の新規認定時に新たに交付される場合や、
毎年8月1日を基準日に行う負担割合の見直し時以外に、主に以下の場合において差し替えが行
われます。
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☆【平成27年８月から】高額介護サービス費の上限額が変わります

申請が必要です　高額介護サービス費とは、１カ月に利用したサービスにかかる利用者負担額
が、所得に応じた上限額（下記に記載）を超えた場合、申請により 、超えた分を後日支給する制度で
す。同じ世帯内に介護保険を利用されている方が複数いる場合は、利用者負担額が合算されます。

上限額が変わります　現役並み所得に該当する方（同一世帯に課税所得145万円以上の65歳以
上の方がいる。）は、上限額が医療保険制度の限度額と同額「44,400円」に引き上げられます。

申請が必要です　＊ただし、世帯内の65歳以上の方の収入の合計が単身で383万円未満、２人以
上で520万円未満
の場合は、申請に
より従来の金額
「37,200円」に据
え置かれます。
＊現役並み所得に該当
する方以外の方は変更
ありません。
  

☆【平成27年８月から】施設入所等の居住費・食費の負担限度額の認定要件が変わります

申請が必要です　介護保険施設（短期入所含む）に入所・入院されている方の居住費と食費は自己
負担となりますが、世帯非課税等の認定基準に該当する方は申請により負担が軽減されます。

認定要件が変わります　＊負担限度額認定の際に、世帯分離前の配偶者の所得や資産等（預貯金や有価
証券等）を確認することになります。銀行や証券会社の口座残高の写しを提出いただく必要があります。
　

　介護保険サービスを利用するには、要介護認定を受ける必要があります。
　要介護度は、申請者ご本人の心身の状況を中心に判定され、判定された要介護度に応じサービスの
水準が決定されます。要介護認定の具体的な流れは、次のとおりです。

介護保険サービスを利用するには？

認定申請

主治医意見書
（市から医師へ依頼）

訪問調査
（調査員による訪問）

介護認定審査会
（保健・医療・福祉の専門家による判定）

認定結果の通知
要支援１～要支援２

介護予防サービス
が利用できます※

ケアプランの作成
（地域包括支援センター）

サービスの利用

介護予防事業や、
一般高齢者施策による
サービスを受けられる
場合があります。

ケアプランの作成
（居宅介護支援事業所）

介護サービス
が利用できます

要介護１～要介護5 非該当

介護認定に関するお問い合わせ先
高齢者支援課介護認定係（℡60-1866）

申
請
か
ら
結
果
通
知
ま
で
、

約
１
か
月
で
行
い
ま
す

申請手続は、
在宅介護支援センター
(12ページ参照)または高

齢者支援課で

※武蔵野市では、平成27年10月から「介護予防・日常生活支援総合事業」を開始します

居住費・食費の負担限度額（日額） 

利用者
負担段階 利用者負担段階の基準

居住費
食費ユニット型

個室
ユニット型
準個室

従来型個室
（特養）

従来型個室
（老健・療養） 多床室

第 1段階 老齢福祉年金受給者で世帯全員が住民税
非課税または生活保護受給者 820 円 490 円 320 円 490 円 0円 300 円

第 2段階 住民税世帯非課税者で、合計所得金額と
課税年金収入額の合計が 80万円以下の方 820 円 490 円 420 円 490 円 370 円 390 円

第 3段階 住民税世帯非課税者で、第 2段階に該当
しない方 1,310 円 1,310 円 820 円 1,310 円 370 円 650 円

基準費用額 1,970 円 1,640 円 1,150 円 1,640 円 370 円
（840 円）＊ 1,380 円

＊平成27年８月から特養の多床室の基準費用額が840円になります。       

介護保険サービスの費用負担が変わります　 

＊世帯分離前の配偶者が非課税、預貯金等が単身1,000万円以下、夫婦2,000万円以下であることが要件に加わります。

①本人または同じ世帯
の65歳以上の方に
所得更正があった場
合→8月1日に遡っ
て負担割合変更
②世帯構成に変更が
あった場合→世帯構
成の変更があった日
の翌月の1日から負
担割合変更

区分 上限額
一定以上の所得のある方 44,400円
市民税課税世帯の方 37,200円
市民税非課税世帯の方 24,600円
課税年金収入額＋合計所得金額が80万円以下の方 個人15,000円
老齢福祉年金を受給している方 個人15,000円

生活保護の被保護者 個人15,000円
15,000円への減額により生活保護の被保護者とならない場合 15,000円

◆利用者負担の上限額

ここが変わります

変更ありません

5

1割

2割

2割

1割

1割

本人及び同じ世帯にいる
65歳以上の方の年金収入
とその他の合計所得金額
(**)が346万円未満である

本人の年金収入とその他の
合計所得金額(**)が２８０
万円未満である

本人の合計所得金額(*)
が160万円未満である

同じ世帯に
65歳以上の人がいる

ス
タ
ー
ト

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

はい

負担割合判定の流れ
*合計所得金額・・・収入から公的年金控除や給与所得控除、必要経費を控除した後で、基礎控除や
　　　　　　　　人的控除等の控除をする前の所得金額。
**その他の合計所得金額・・・合計所得金額から年金にかかる雑所得を除いた所得金額。
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認知症高齢者に対する早期発見・早期対応の仕組みづくり
　地域包括支援センターに「認知症コーディネーターリーダー」（認知症地域支援推進員）を配置
し、杏林大学医学部付属病院の「認知症アウトリーチチーム」との協働体制を構築し、連携の強化
を図ります。

【認知症地域支援推進員】　
　認知症の人ができる限り住み慣れた環境で暮らしつづけられるよう、地域の実情に応じて医療機関、介
護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐ連携支援やその家族を支援する相談業務を行います。武蔵野
市では既存の認知症コーディネーターリーダーを認知症地域支援推進員としています。

【認知症アウトリーチチーム】
　東京都「認知症早期発見・早期診断推進事業」において実施される医師、看護師、精神保健福祉士等で構成
するチームが認知症の疑いのある受診困難者を訪問して医療機関の受診に繋げる取組みです。

0422－36－2123
（相談専用電話）

お問い合わせ先
武蔵野市民社会福祉協議会　電話23－0701

　一人でバスやタクシーなどの公共交通機関を利用することが困難な
高齢者や障害者（要介護者や障害者手帳保持者等）の外出を支援するた
めの移送サービス事業です。商店主を中心とした地域のボランティア
が福祉型軽自動車（レモンキャブ）を運転し、地域を支えるサービスを
提供しています。

レモンキャブ

武蔵野市独自の福祉サービスをさらに充実します

　高齢者本人からの日常生活に関する困りごとや、地域、家族等からの高
齢者の見守りに関する相談に対し、24時間365日、社会福祉士等の専門
職が電話対応します。

高齢者なんでも電話相談

高齢者安心コール事業
　利用を希望するひとり暮らし高齢者に対し専門職等が原則週１回、決まった曜日・時間帯に、電話に
よる安否確認を行います。対象者は登録制とし、事前に身体状況や病歴、緊急連絡先等を登録して、異
変があった場合は必要に応じて緊急連絡先や地域包括支援センター、在宅介護支援センター等にその
旨を連絡し、高齢者の精神的不安の解消や、安否確認体制の充実を図ります。（利用料：500円/月）
　サービスのご利用については各在宅介護支援センターへお問い合わせください。

テンミリオンハウス
　地域での見守りや社会とのつながりが必要な
方の生活を支援する施設です。手芸・書道・体操・
健康麻雀など各種プログラムの
ほか、喫茶・世代間交流・緊急
ショートステイなどを実施して
いる施設もあります。地域住民向
けのイベントも実施しています。

№ 施設名 住所 電話番号
１ 川路さんち 西久保 1-34-2 55-6239
２ 月見路 吉祥寺北町 1-11-7 20-8398
３ 関三倶楽部 関前 3-37-24 56-9047
４ そ～らの家 吉祥寺南町 5-6-16 71-3336
５ きんもくせい 境 4-10-4 50-2611
６ 花時計 境南町 2-25-3 32-8323
７ くるみの木 中町 3-25-17 38-7552

在宅医療・介護連携推進事業における武蔵野市の取組み

　医療と介護が連携しながら市民の在宅生活を支える体制を強化するため、医療と介護における
多職種連携の充実を図ります。

 

2025年に向けて武蔵野市が目指す高齢者の姿
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いつまでもいきいきと健康に

ひとり暮らしでも

認知症になっても

中・重度の要介護状態になっても

住み慣れた地域で生活を
継続できる

国が定める在宅医療・介護連携事業の
事業項目

武蔵野市の取組方針（抜粋）

ア 地域の医療・介護サービス資源
の把握に関すること

・医療・介護サービスマップの作成
・介護サービス事業者リストの活用

イ 在宅医療・介護連携の課題の抽
出と対応策の検討に関すること

・在宅医療・介護連携推進協議会を設置し、武蔵野市にお
ける医療・介護連携のルール等を協議

ウ
切れ目のない在宅医療と介護
サービスの提供体制の構築に関
すること

・訪問看護とケアマネジャーの連携強化
・チーム医療、チームケア体制の推進

エ 医療・介護関係者の情報共有の
支援に関すること

・脳卒中地域連携パス等既存のツールの検証と改善
・ＩＣＴ活用による情報共有の促進

オ 在宅医療・介護連携に関する相
談支援に関すること

・「在宅医療介護連携支援室」を武蔵野市医師会に設置し、
医療・介護関係者の相談・調整を行う

カ 医療・介護関係者の研修に関す
ること ・地区別ケース検討会の活用等

キ 地域住民への普及啓発に関する
こと

・健康づくり事業団による情報提供・普及啓発
・講演会・シンポジウム等の実施

ク 二次医療圏内・関係市区町村の
連携 ・多摩府中保健所との連携による圏域のネットワーク強化


